
売上原価 〇 租税公課 × 給料賃金 ×

従業員の雇用があり、給与賃
金（専従者給与含む）の支出
が認められる場合は、社会通
念上、申請家族は従業員に対
して社会的責任を果たす立場
にあり、扶養基準から外すこ

ととする。
租税公課 × 種苗費 〇 原価償却費 ×
荷造り運賃 × 素畜費 〇 借倒金 ×

水道光熱費

〇
ただし、住居と事業所の住所が
同一の場合は「1/2」の経費と

してカウントする。

肥料費 〇 地代家賃 〇

旅費交通費 ×
職業上必要な場合「1/2」の経費と

してカウントする。
飼料費 〇 借入金利子 ×

通信費

〇
ただし、住居と事業所の住所も
しくは電話番号が同一の場合は
「1/2」の経費としてカウント

する。

農具費 〇 租税公課 ×

広告宣伝費 × 農薬衛生費 〇 損害保険料 ×
接待交際費 × 諸材料費 〇 修繕費 〇
損害保険料 × 修繕費 〇 雑費 ×

修繕費

〇
ただし、住居と事業所の住所が
同一の場合は「1/2」の経費と

してカウントする。

動力光熱費 〇 専従者給与 ×

消耗品費

〇
ただし、住居と事業所の住所が
同一の場合は「1/2」の経費と

してカウントする。

作業用衣料費 ×

減価償却費 × 農業共済掛金 ×

福利厚生費 × 原価償却費 ×

給与賃金 ×

従業員の雇用があり、給与賃金（専
従者給与含む）の支出が認められる
場合は、社会通念上、申請家族は従
業員に対して社会的責任を果たす立
場にあり、扶養基準から外すことと

する。

荷造運賃手数料 ×

外注工賃 × 雇人料

従業員の雇用があり、給与賃金
（専従者給与含む）の支出が認め
られる場合は、社会通念上、申請
家族は従業員に対して社会的責任
を果たす立場にあり、扶養基準か

ら外すこととする。
利子割引料 × 利子割引料 ×

地代家賃

〇
ただし、住居と事業所の住所が
同一の場合は「1/2」の経費と

してカウントする。

地代・賃借料 〇

貸倒金 × 土地改良費 〇
諸会費 × 雑費 ×

車両関係費 ×

支払手数料 ×
図書研究費 ×
打合せ会諸費 ×
研修費 ×
雑費 ×

リース/レンタル料 ×
家内特例経費 × 内職者の基礎控除（650,000円）
新聞図書費 ×

農業所得一般用 不動産所得

収支内訳書明細内容 （被扶養者収入判定基準）


